
別紙様式５号（第７の３及び第８の３関係）

１　産地基幹施設等支援タイプ
　Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

メ
ニュー
①

メ
ニュー
②

事業内容 事業費

備
考

（円）

交付金
都道
府県
費

市町
村費

その他

 
岡
山
市

(株)
福田
種鶏
場

畜産生
産基盤
育成強
化

(鶏卵
(種
鶏・ふ
卵))

181 初生ひ
なの年
間生産
量を
27.49
％増加

19,312
千羽

21,096
千羽

22,374
千羽

22,716
千羽

23,044
千羽

ー 24,620
千羽 70.3

%

初生ひ
なの年
間生産
量が
19.32
％増加
された

畜産生
産基盤
育成強
化

(鶏卵
(種鶏・
ふ卵))

184 種鶏飼
養にお
ける飼
料要求
率を
4.97％
向上

0.382

61.336
(種鶏
１羽当
たりの
総飼料
給与
量)／
160.66
（種鶏
１羽当
たりの
総生産
ひな羽
数）

0.355

60.654
(種鶏
１羽当
たりの
総飼料
給与
量)／
170.75
（種鶏
１羽当
たりの
総生産
ひな羽
数）

0.353

61.136
(種鶏
１羽当
たりの
総飼料
給与
量)／
173.11
（種鶏
１羽当
たりの
総生産
ひな羽
数）

0.349

61.040
(種鶏
１羽当
たりの
総飼料
給与
量)
／
174.85
（種鶏
１羽当
たりの
総生産
ひな羽
数）

0.348

61.240
(種鶏
１羽当
たりの
総飼料
給与
量)／
175.73
（種鶏
１羽当
たりの
総生産
ひな羽
数）

ー 0.363

61.336
(種鶏
１羽当
たりの
総飼料
給与
量)／
169.00
（種鶏
１羽当
たりの
総生産
ひな羽
数）

178.9
%

種鶏飼
養にお
ける飼
料要求
率が
8.90％
向上さ
れた

家畜飼養
管理施設
（種鶏・
孵卵）孵
卵施設１
棟
（4,031.0
1㎡）
洗浄消毒
場1式
（166.61
㎡）
孵卵設備
１式

1,813,817,730 795,301,000 0 0 1,018,516,730 R2.11.30

①県内外２カ所
のふ卵場を再
編・統合し、新
たにふ卵場を整
備したことによ
り、生産効率向
上と衛生管理の
高度化が実現し
た。それにより
初生ひなの年間
生産量が順調に
増加し、令和４
年度の達成率は
70.3％となっ
た。今後は、蓄
積したデータを
もとに孵卵機操
作を最適化して
生産効率を向上
させるととも
に、種卵の外部
調達に努めるこ
とにより、目標
年度には成果目
標を達成できる
見込みである。
②また、新たな
ふ卵場を整備し
たことにより孵
化率（歩留ま
り）が向上し、
種鶏１羽あたり
の生産ひな羽数
が増加し、目標
達成した。

初生ひなの年間
生産量は令和６
年度の目標値に
対する達成率は
70.3％である
が、令和４年度
の計画値に対す
る達成率は、
100.7％であ
り、順調に増加
しているため、
令和６年度には
目標を達成する
見込みである。
種鶏飼養におけ
る飼料要求率は
すでに目標達成
している。
一方で、鳥イン
フルエンザの影
響により種卵の
外部調達が難し
い状況であるた
め、今後も引き
続き関係機関と
連携し、生産性
向上に向けての
指導を行う。

総合
所見

都道府県
平均達成

率
85.1%

県全体（1地区）の平均達成率は85.1%であるが、種鶏飼養における飼料要求率は、すでに目標を達成している。初生ひなの年間生産量においても、令和４年度の計画値に対する達成率は100.7％であ
り、順調に増加しているため、令和６年度には目標を達成する見込みである。次年度以降も引き続き実施状況を確認し、目標達成に向けての指導を行う。

都道府県の評価

５年後
（令和
5年

（西暦
2023
年））
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（令和
6年

（西暦
2024
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作物・
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体的な
実績②
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完了年月
日
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（令和
3年

（西暦
2021
年））

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

（都道府県名：岡山県　令和４年度（西暦2022年度））
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